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「
Ｚ
Ｅ
Ｈ
支
援
事
業
」は

四
次
募
集
ま
で
予
定

住
宅
の
省
エ
ネ
促
進
の
旗
頭

に
な
っ
て
い
る
の
が
Ｚ
Ｅ
Ｈ

だ
。
現
在
、
環
境
省
、
経
済
産

業
省
の
支
援
策
で
公
募
・
申
請

が
相
次
い
で
行
わ
れ
て
い
る
。

環
境
省
は
Ｚ
Ｅ
Ｈ
支
援
事
業

で
、
Ｚ
Ｅ
Ｈ
に
対
し
て
定
額

60
万
円
を
補
助
す
る
。

今
年
度
の
一
般
公
募
に
つ
い

て
は
四
次
ま
で
予
定
さ
れ
、
募

集
期
間
が
多
く
設
定
さ
れ
て
い

る
。
二
次
公
募
が
７
月
６
日
〜

８
月
21
日
、
三
次
が
８
月
31
日

〜
９
月
25
日
、
四
次
が
11
月
30

日
〜
２
０
２
１
年
１
月
８
日

で
、
利
用
し
や
す
い
。

ま
た
、一
般
公
募
と
は
別
に
、

新
規
に
Ｚ
Ｅ
Ｈ
に
取
り
組
む
住

宅
事
業
者
に
対
す
る
公
募
「
新

規
取
り
組
み
Ｚ
Ｅ
Ｈ
ビ
ル
ダ
ー

／
プ
ラ
ン
ナ
ー
向
け
公
募
」
も

実
施
。
公
募
は
８
月

21
日
ま
で
と
な
っ
て

い
る
。

一
方
、
経
済
産
業

省
は
Ｚ
Ｅ
Ｈ
＋
実
証

事
業
を
実
施
し
て
い

る
。同

事
業
は
、
外
皮

の
さ
ら
な
る
強
化
や

Ｈ
Ｅ
Ｍ
Ｓ
の
導
入
な

ど
Ｚ
Ｅ
Ｈ
の
性
能
を

さ
ら
に
高
め
る
「
Ｚ

Ｅ
Ｈ
＋
」
に
対
し
て

補
助
を
行
う
。
今
年

度
は
「
Ｚ
Ｅ
Ｈ
＋
」

の
要
件
を
満
た
し
た

う
え
で
蓄
電
シ
ス
テ

ム
、
燃
料
電
池
、
Ｖ

２
Ｈ
充
電
設
備
（
充

放
電
設
備
）
の
う
ち

い
ず
れ
か
一
つ
を
導

入
し
た
住
宅
に
補
助

を
加
算
す
る
次
世
代

Ｚ
Ｅ
Ｈ
＋
も
あ
る
。

補
助
額
は
Ｚ
Ｅ
Ｈ

＋
に
対
し
て
は
１
戸

あ
た
り
１
０
５
万

円
、
次
世
代
Ｚ
Ｅ
Ｈ
＋
は

１
０
５
万
円
に
例
え
ば
燃
料
電

池
を
搭
載
し
た
場
合
は
定
額

４
万
円
〜
11
万
円
が
加
算
さ
れ

る
。な

お
、
こ
の
Ｚ
Ｅ
Ｈ
＋
実
証

事
業
は
事
前
に
Ｚ
Ｅ
Ｈ
ビ
ル

ダ
ー
／
プ
ラ
ン
ナ
ー
ご
と
に
戸

数
を
割
り
当
て
、
そ
の
枠
内
で

申
請
を
受
け
付
け
る
「
事
前
枠

付
与
方
式
」
で
実
施
さ
れ
て
お

り
、
事
前
枠
を
得
る
た
め
の
公

募
は
す
で
に
終
了
し
て
い
る
。

補
助
申
請
の
公
募
期
間
は
二

次
ま
で
予
定
さ
れ
て
お
り
、
一

次
が
６
月
１
日
〜
８
月
28
日
、

二
次
が
９
月
７
日
〜
10
月
30
日

と
な
っ
て
い
る
。

さ
ら
に
、
高
い
レ
ベ
ル
の
省

エ
ネ
住
宅
に
対
す
る
補
助
も
行

わ
れ
て
い
る
。

国
土
交
通
省
は
、
住
宅
の
ラ

イ
フ
サ
イ
ク
ル
全
体
で
Ｃ
Ｏ
２

を
マ
イ
ナ
ス
に
す
る
Ｌ
Ｃ
Ｃ
Ｍ

住
宅
に
対
す
る
補
助
を
「
サ
ス

テ
ナ
ブ
ル
建
築
物
等
先
導
事

業
」の
Ｌ
Ｃ
Ｃ
Ｍ
部
門
で
実
施
。

補
助
額
は
１
戸
あ
た
り
上
限

１
２
５
万
円
。
今
年
度
第
２
回

目
を
夏
頃
に
予
定
し
て
い
る
。

省
エ
ネ
リ
フ
ォ
ー
ム
の

補
助
制
度
も
開
始

リ
フ
ォ
ー
ム
に
対
す
る
補
助

制
度
も
ス
タ
ー
ト
し
た
。

国
土
交
通
省
は
、
長
期
優
良

住
宅
化
を
図
る
リ
フ
ォ
ー
ム
工

事
に
対
し
て
補
助
を
行
う
長
期

優
良
住
宅
化
リ
フ
ォ
ー
ム
推
進

事
業
の
実
施
。

長
期
優
良
住
宅 

（
増
改
築
）

の
認
定
を
受
け
た
「
認
定
長
期

優
良
住
宅
型
」は
２
０
０
万
円
、

長
期
優
良
住
宅
認
定
を
受
け
た

う
え
、
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費

量
が
省
エ
ネ
基
準
比
20
％
削
減

さ
れ
た
「
高
度
省
エ
ネ
ル
ギ
ー

型
」
は
２
５
０
万
円
の
補
助
が

受
け
ら
れ
る
。「
三
世
代
同
居
対

応
型
工
事
」
を
行
う
場
合
は
補

助
が
50
万
円
加
算
さ
れ
る
。

補
助
の
利
用
を
希
望
す
る
場

合
は
、
事
業
者
登
録
を
行
う
こ

と
で
交
付
申
請
で
き
る
。
事
業

者
登
録
の
受
付
期
間
は
11
月
30

日
ま
で
。

一
方
、
環
境
省
で
は
、
住
宅

全
体
の
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費

量
の
う
ち
15
％
以
上
の
省
エ
ネ

効
果
が
見
込
ま
れ
る
、
断
熱
材

な
ど
を
用
い
た
断
熱
改
修
に
対

し
補
助
を
行
う
高
性
能
建
材
に

よ
る
住
宅
の
断
熱
リ
フ
ォ
ー
ム

２
０
２
０
年
度
の
省
エ
ネ
住
宅
に
対
す
る
補
助
制
度
の
公
募
、申
請
が
相
次
い
で
ス
タ
ー
ト
し
た
。今
年
度
の
省
エ
ネ
住
宅
に

対
す
る
補
助
制
度
は
３
省
連
携
に
よ
る
Ｚ
Ｅ
Ｈ
へ
の
支
援
制
度
の
実
施
、一
定
以
上
の
省
エ
ネ
性
能
を
高
め
た
リ
フ
ォ
ー
ム
に

対
す
る
支
援
策
な
ど
２
０
１
９
年
度
の
同
様
の
メ
ニ
ュ
ー
が
用
意
さ
れ
て
い
る
。
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
影
響
で
消
費
者

マ
イ
ン
ド
が
冷
え
込
む
な
か
で
、こ
う
し
た
補
助
制
度
を
う
ま
く
活
用
し
た
魅
力
あ
る
提
案
が
例
年
以
上
に
求
め
ら
れ
て
い
る
。

今後の申請が可能な戸建の省エネ住宅関連の主な補助制度

省
エ
ネ
住
宅
の
補
助
制
度

公
募・申
請
が
相
次
ぎ
ス
タ
ー
ト

支
援
事
業
を
実
施
し
て
い
る
。

補
助
額
は
補
助
対
象
経
費
の

１
／
３
以
内
で
上
限
は
戸
建
て

住
宅
で
１
２
０
万
円
。
現
在
、

一
次
公
募
が
行
わ
れ
て
お
り
、

締
め
切
り
は
７
月
17
日
。
二
次

公
募
は
８
月
17
〜
９
月
30
日
に

予
定
さ
れ
て
い
る
。

そ
の
ほ
か
、
経
済
産
業
省
で

は
、
短
工
期
で
施
工
可
能
な
高

性
能
断
熱
パ
ネ
ル
や
潜
熱
蓄
熱

建
材
な
ど
付
加
価
値
を
持
っ
た

建
材
を
導
入
す
る
次
世
代
省
エ

ネ
建
材
支
援
事
業
を
実
施
。
一

戸
当
た
り
の
上
限
は
２
０
０
万

円
。
一
次
公
募
が
７
月
17
日
ま

で
の
期
間
で
実
施
、
二
次
公
募

は
８
月
17
日
〜
９
月
30
日
で
予

定
さ
れ
て
い
る
。

新築
リフォーム

新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け
て、世帯や個人、売上が下がった中小事業者に
一定額を給付する「持続化給付金」や休業手当
を100％支払いながら雇用維持を行う中小事業
者に対して助成する「雇用調整助成金」といっ
た中小事業者向けの支援策が打ち出されている
が、住宅取得者向けの支援策も展開されている。
まず、住宅ローン減税の適用要件の弾力化が

実施される。住宅ローン減税制度は、住宅ロー
ンの残高の1％を所得税から10年間に渡り控除
する制度で、2019年10月1日から2020年12月
31日までに入居した場合、控除期間を13年間
に延長するという措置が講じられていた。
今回の支援策では、新型コロナウイルス感

染症の影響により入居が期限に遅れた場合、
2021年12月31日までに入居すれば、控除期限

3年間延長の対象となる。しかし、注文住宅を新
築する場合は2020年9月末までに、分譲住宅・
既存住宅を取得する場合や増改築工事は2020
年11月末までに契約を行う必要がある。
次世代住宅ポイントについても運用が弾力化

される。2020年3月31日までに契約等を行っ
たものが対象になっていたが、新型コロナの影
響により、期限までに契約ができなかった人に
ついては、8月31日までに契約を行った場合、6
月1日から8月31日までの期間、ポイントの申
請が行える。
申請にはやむを得ず2020年3月31日までに

契約ができなかった理由の申告が必要となるが、
特に事業者側からの証明などの必要はない。
ポイントは予算額に達したら、その時点で終

了となる。

名称 概要 補助金額 公募・申請期間など

ZEH支援事業

ZEHロードマップの「ZEHの定義」を
満たし、一般社団法人環境共創イニシ
アチブ（SII）に登録されているZEHビ
ルダー／プランナーが関与（設計、建
築、改修または販売）するZEHを対象と
した補助制度。「Nearly ZEH」、「ZEH 
Oriented」も対象。

60万円／戸（蓄電システム（定
置型）の設置でkWh当たり
2万円加算（補助対象経費の
1/3または20万円のいずれ
か低い額））。

公募は一般については四次
まで予定。公募期間は二次は
7月6日～8月21日、三次8月
31日～9月25日、四次11月
30日～2021年1月8日を予
定。

ZEH+実証事業

「ZEHの定義」を満たしたうえで、25％
以上の一次エネルギー消費量削減や再
生可能エネルギーの自家消費拡大措置
の導入などが必要。
「蓄電システム」「燃料電池」「V2H充電
設備（充放電設備）」のいずれか1つを導
入する「次世代ZEH+」が新設。

ZEH+は115万円／戸。次世
代ZEH+は115万円／戸に
加え、導入する設備によって
金額が加算される。（蓄電シ
ステム（定置型）の場合では
kWh当たり2万円加算（補助
対象経費の1/3または20万
円のいずれか低い額））。

公募は二次まで予定。期間は
一次が6月1日～8月28日ま
で、二次が9月7日～10月30
日までを予定（事前にZEHビ
ルダー／プランナーごとに
設定された補助対象枠内の
上限枠内で実施）。

先進的再エネ熱
等導入支援事業

2020年度の「ZEH支援事業」、「ZEH+
実証事業」などの交付決定を受けた補
助対象住宅が対象。①直交集成板（CLT）
②地中熱ヒートポンプ③PVTシステム
④液体集熱式太陽熱利用システム⑤蓄
電システム（ZEH+実証事業において
ZEH＋の補助対象住宅に導入する場合
に限る）のいずれかの建材・設備を導入
した場合に補助をする。

①90万円/戸②90万円/戸
③【液体式】65万円/戸もし
くは80万円/戸【空気式】90
万円/戸④12万円/戸もしく
は15万円/戸⑤2万円/kWh
（補助対象経費の1/3または
20万円のいずれかの低い額）。

ZEH支援事業、ZEH+実証事
業のいずれかの交付申請を
行った後に申請すること（同
時申請も可能）。

サステナブル建
築物等先導事業
（省CO2先導型）
LCCM住宅部門
（戸建住宅）

LCCM住宅に対する補助制度。主な要
件は①ライフサイクルCO₂の評価結果
が0以下となるもの②ネット・ゼロ・エ
ネルギー・ハウス（ZEH）の要件を満た
すもの③住宅としての品質が確保され
たもの。

補助限度額は1戸当たり125
万円。

第2回提案募集を夏頃に予
定。

長期優良住宅化
リフォーム推進
事業

既存住宅ストックの質の向上及び子育
てしやすい環境整備等を図るため、性
能向上を図るリフォームや三世代同居
等の複数世帯の同居への対応に資する
リフォームに対する補助制度。

リフォーム工事実施後の住宅
性能に応じて1戸あたり100
万円～250万円を補助。三世
代同居対応改修工事を実施
する場合は1戸当たり50万円
を上限に加算。

「通年申請タイプ」と「事前採
択タイプ」があり、通年申請
タイプは11月30日までの受
付期間内に事業者登録を実
施することで、交付申請を行
うことができる。

高性能建材によ
る住宅の断熱リ
フォーム支援事
業（断熱リノベ）

住宅全体の一次エネルギー消費量のう
ち、15％以上の省エネ効果が見込まれ
る高性能建材（断熱材・ガラス・窓）を用
いた住宅の断熱リフォームを支援。

補助対象経費の1／3以内で、
上限は戸建住宅で120万円
（家庭用蓄電システム、家庭
用蓄熱設備の設置にも設備
費や工事費を別途補助）。

公募は二次まで予定。一次は
5月11日～7月17日。二次は
8月17日～9月30日を予定。

次世代省エネ建
材支援事業

短工期で施工可能な高性能断熱パネル
や潜熱蓄熱建材などの付加価値を有す
る省エネ建材を用いた住宅の断熱リ
フォームを支援。

補助対象経費の1／2以内で、
上限は戸建住宅で200万円。

公募は二次まで予定。一次は
5月11日～7月17日。二次は
8月17日～9月30日を予定。

新
築

リ
フ
ォ
ー
ム

新型コロナ対策で、
次世代ポイントなど住宅取得者も支援



省
エ
ネ
性
能
の
説
明
義
務
化
へ
対
応

住
宅
用
断
熱
材
の
熱
貫
流
率
表
を
策
定

断熱建材協議会断
熱
建
材
協
議
会
（
東
京
都
港
区
新
橋
５
‐

８
‐
11
）
は
、
断
熱
材
や
開
口
部
と
い
っ
た
断

熱
建
材
業
界
の
任
意
団
体
で
、
断
熱
建
材
の
導

入
を
通
じ
た
住
宅
省
エ
ネ
化
に
向
け
た
取
り
組

み
を
行
っ
て
い
る
。

今
回
、
こ
の
一
環
と
し
て
、
改
正
建
築
部
省

エ
ネ
法
に
対
応
し
、
断
熱
材
の
部
位
別
熱
貫
流

率
表
を
同
協
議
会
の
Ｗ
ｅ
ｂ
で
公
開
し
た
。

改
正
建
築
物
省
エ
ネ
法
は
、
住
宅
・
建
築
物

の
総
合
的
な
省
エ
ネ
対
策
が
盛
り
込
ま
れ
た
法

律
。
戸
建
て
住
宅
に
対
す
る
措
置
で
は
、
設
計

者
で
あ
る
建
築
士
か
ら
建
築
主
に
対
し
て
、
省

エ
ネ
性
能
に
関
す
る
説
明
を
義
務
付
け
る
制
度

が
創
設
さ
れ
、
２
０
２
１
年
４
月
か
ら
の
開
始

が
予
定
さ
れ
て
い
る
。

建
築
主
へ
の
省
エ
ネ
性
能
の
説
明
に
つ
い
て

は
、
省
エ
ネ
基
準
へ
の
適
否
と
、
適
合
し
な
い

場
合
は
省
エ
ネ
性
能
確
保
の
た
め
の
措
置
に
つ

い
て
説
明
を
求
め
て
い
る
。
そ
の
た
め
に
は
、

省
エ
ネ
基
準
に
適
合
し
て
い
る
か
ど
う
か
の
計

算
が
必
要
に
な
る
。

説
明
義
務
化
に
は
、
こ
う
し
た
省
エ
ネ
基
準

の
適
合
に
向
け
た
計
算
が
ハ
ー
ド
ル
と
な
る
な

か
で
、
国
で
は
戸
建
住
宅
の
省
エ
ネ
性
能
を
簡

単
に
評
価
で
き
る
ツ
ー
ル
の
準
備
を
進
め
て
い

る
。
具
体
的
に
は
、外
皮
性
能
に
つ
い
て
は
、断

熱
材
や
開
口
部
の
熱
貫
流
率
を
用
い
て
、
手
計

算
で
そ
の
性
能
を
評
価
で
き
る
よ
う
に
し
よ
う

と
い
う
も
の
。
こ
れ
が
「
戸
建
住
宅
簡
易
計
算

シ
ー
ト
‐
モ
デ
ル
住
宅
法
‐
」
で
あ
る
。
複
雑

な
計
算
を
す
る
こ
と
な
く
、
外
皮
性
能
や
一
次

エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
を
算
出
し
、
省
エ
ネ
基
準

へ
の
適
合
が
確
認
で
き
る
の
が
メ
リ
ッ
ト
だ
。

こ
れ
ま
で
省
エ
ネ
性
能
の
評
価
で
ハ
ー
ド
ル
が

高
い
と
感
じ
て
い
た
住
宅
事
業
者
に
と
っ
て
も

取
り
組
み
や
す
く
な
る
。

使
用
し
て
い
る
仕
様
の

熱
貫
流
率
が一目
で
わ
か
る

今
回
、
断
熱
建
材
協
議
会
が
公
開
し
た
熱
貫

流
率
表
は
、
国
土
交
通
省
「
戸
建
住
宅
簡
易
計

算
シ
ー
ト
‐
モ
デ
ル
住
宅
法
‐
」
に
対
応
し
た

も
の
だ
。
各
社
で
ま
ち
ま
ち
だ
っ
た
計
算
の
前

提
条
件
を
揃
え
た
う
え
で
、
Ｊ
Ｉ
Ｓ
規
格
に
適

合
し
た
断
熱
材
の
熱
貫
流
率
を
、
軸
組
構
法
と

枠
組
壁
工
法
で
部
位
（
天
井
／
屋
根
・
外
壁
・

床
）
ご
と
に
表
に
ま
と
め
て
い
る
。
コ
ー
ナ
ー

へ
は
同
協
議
会
の
ト
ッ
プ
ペ
ー
ジ（
ｈ
ｔ
ｔ
ｐ
：

//

ｄ
ａ
ｎ
ｋ
ｅ
ｎ
ｋ
ｙ
ｏ
ｕ
．
ｃ
ｏ
ｍ/

）
か

ら
入
る
こ
と
が
で
き
る
。

グ
ラ
ス
ウ
ー
ル
の
熱
貫
流
率
表
を
み
る
と
、

例
え
ば
軸
組
構
法
で
は「
天
井（
吹
込
み
充
填
）」

「
外
壁
（
充
填
）」「
そ
の
他
の
床
（
大
引
間
）」

「
そ
の
他
の
床
（
根
太
間
＋
大
引
間
）」
で
分
け

て
、
そ
れ
ぞ
れ
対
応
す
る
グ
ラ
ス
ウ
ー
ル
断
熱

材
の
性
能
を
表
記
し
て
お
り
、
今
、
使
用
し
て

い
る
仕
様
の
熱
貫
流
率
が
一
目
で
分
か
る
。

同
協
議
会
で
は
、「
今
回
の
熱
貫
流
率
表
の
策

定
で
モ
デ
ル
住
宅
法
の
活
用
を
促
し
て
い
き
た

い
」
と
し
て
い
る
。
ま
た
今
後
、
Ｒ
Ｃ
造
な
ど

木
造
以
外
に
対
応
し
た
断
熱
材
の
熱
貫
流
率
表

や
住
宅
設
備
に
関
す
る
数
値
な
ど
の
コ
ン
テ
ン

ツ
の
充
実
化
も
図
り
、
住
宅
の
省
エ
ネ
化
に
向

け
て
情
報
発
信
し
て
い
く
考
え
だ
。

グラスウール断熱材の熱貫流率表の例　（軸組構法　外壁（充填）※通気層あり）

種類 JISによる
製品番号

密度
（kg/㎥）

熱伝導率
（W/(m･k)）

製品厚さ
（㎜） 層 設計厚さ

（㎜）
JIS製品
熱抵抗値
（㎡･K/W）

熱貫流率
（W/(㎡
･K)）

備考

吹き込み用グラスウール断熱材 LFGW2238
LFGW3238 

22
32 0.038 105 1 105 ― 0.416 柱105㎜

吹き込み用グラスウール断熱材 LFGW2238
LFGW3238

22
32 0.038 120 1 120 ― 0.369 柱120㎜

高性能グラスウール断熱材 GWHG14-38 14 0.038 85 1 85 2.2 0.526 柱85㎜以上

高性能グラスウール断熱材 GWHG14-38
GWHG16-38

14
16 0.038 90 1 90 2.4 0.492 柱90㎜以上

高性能グラスウール断熱材 GWHG14-38
GWHG16-38

14
16 0.038 105 1 105 2.8 0.413 柱105㎜

高性能グラスウール断熱材 GWHG16-38 16 0.038 120 1 120 3.2 0.366 柱120㎜
高性能グラスウール断熱材 GWHG24-36 24 0.036 105 1 105 2.9 0.403 柱105㎜
高性能グラスウール断熱材 GWHG24-36 24 0.036 120 1 120 3.3 0.359 柱120㎜

高性能グラスウール断熱材 GWHG20-35
GWHG24-35

20
24 0.035 105 1 105 3.0 0.395 柱105㎜

高性能グラスウール断熱材 GWHG20-35
GWHG24-35

20
24 0.035 120 1 120 3.4 0.352 柱120㎜

断
熱
建
材
協
議
会
は
、Ｊ
Ｉ
Ｓ
規
格
に
適
合
し
た
断
熱
材
の
熱
貫
流
率
表
を
策
定
、

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
の
公
開
を
開
始
し
た
。
国
土
交
通
省
が
整
備
を
進
め
る
省
エ
ネ

性
能
の
評
価
方
法「
戸
建
住
宅
簡
易
計
算
シ
ー
ト
‐
モ
デ
ル
住
宅
法
‐
」に
対
応

し
た
も
の
。住
宅
事
業
者
が
省
エ
ネ
基
準
へ
の
適
否
を
簡
単
に
行
え
る
よ
う
サ
ポ
ー

ト
し
て
い
く
。
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